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社会保障・教育の財源は、消費税に頼らずに確保できる

大企業優遇税制（研究開発減税など）の見直し 4.0兆円
法人税率を安倍政権前の水準に戻す（中小企業除く） 2.0兆円
株式配当の総合課税など富裕層への証券課税の強化 1.2兆円
所得税・住民税の最高税率を元に戻すなど 1.9兆円

富裕税の創設、相続税の最高税率を元に戻す 1.1兆円
厚生年金・健康保険などの上限引き上げ 2.2兆円

為替取引税・環境税など 1.6兆円
大型公共事業・軍事費・原発推進などの浪費を一掃 3.0兆円

以上の合計（当面の財源）17.0兆円
将来は応能負担の原則で所得税率を累進的に上乗せ 6.0兆円

将来分を含めた合計 23.0兆円

日本共産党の財源提案

　

大
企
業
は
こ
の
５
年
間
で

純
利
益
が
２
・
３
倍
（
19
兆

円
↓
45
兆
円
）、
超
大
株
主

の
所
有
す
る
株
式
の
時
価
総

額
は
５
倍
（
３
・
５
兆
円
↓

17
・
６
兆
円
）
に
。
大
企
業
・

富
裕
層
に
応
分
の
負
担
を
求

め
、
大
企
業
・
大
金
持
ち
優

遇
を
た
だ
し
「
消
費
税
に
頼

ら
な
い
別
の
道
」
で
財
源
を

確
保
す
る―

日
本
共
産
党

の
提
案
で
す
。

消費税収累計 兆円372
法人３税の減収累計 兆円291

消費税収の８割が
法人税収の穴埋めに消えた
法人税収は法人税、法人住民税、法人事業
税の合計で、89年度と比べた減収額。1８年
度は予算額
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全千島日本の領土です
●択捉島、国後島の南千島はもちろん、千島列
島全体が日本領です。日ロ間で結んだ樺太・千
島交換条約（1875年）で確定されています。

●旧ソ連は「領土不拡大」という第２次世界大
戦の戦後処理の大原則を破って、千島を占
有しました。

●日本政府はこれに抗議もせず、千島列島を
放棄（1951年、サンフランシスコ講和条約２
条C項）。全千島返還の交渉もしていません。

旧ソ連が不法に占有、認めた日本政府

河野外相 穀田議員に答弁

●日本共産党は、戦後処理の不公正をただし
て、千島列島を放棄した条項を破棄し、全
千島返還の交渉をするよう提案しています。

●歯舞、色丹は千島ではなく北海道の一部で
あり、即時返還されるべきです。

千島放棄を再検討し、全千島返還交渉を

日ロ首脳会談 問われる安倍首相

「個人の請求権
消滅していない」

韓国徴用工問題

や
っ
て
は
な
ら
な
い

「
２
島
で
平
和
条
約
」

　安倍首相はロシアのプーチン大統領との会談（14日、
シンガポール）の後、「1956年（の日ソ）共同宣言を
基礎として、平和条約交渉を加速させる」ことで「合意」
したとのべました。同宣言は平和条約締結後に歯舞群
島、色丹島を日本に引き渡すと明記しています。「合意」
をどう見ればいいのか。日本共産党の志位和夫委員長
は記者会見で２つの大事な点を強調しました（15日）。

　

歯
舞
、
色
丹
は
千
島

で
な
く
北
海
道
の
一
部

で
す
。
だ
か
ら
「
２
島

先
行
返
還
」
は
あ
り
え

ま
す
が
、
そ
の
場
合
は

中
間
的
な
条
約
で
処
理

し
、
平
和
条
約
は
領
土

問
題
が
最
終
的
な
解
決

に
至
っ
た
段
階
で
締
結

す
べ
き
で
す
。

　

平
和
条
約
は
結
ん
だ

ら
国
境
の
画
定
に
な

り
、
そ
れ
以
上
の
領
土

返
還
交
渉
の
道
は
閉
ざ

さ
れ
ま
す
。
歴
代
日
本

政
府
の
立
場
の
自
己
否

定
、
ロ
シ
ア
側
の
主
張

へ
の
全
面
屈
服
に
も
な

り
ま
す
。「
２
島
返
還

で
平
和
条
約
」
は
絶
対

や
っ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

　韓国の元徴用工４人が新日鉄住金
に損害賠償を求めた裁判で、韓国大
法院（最高裁）が同社に賠償を求め
た判決をめぐり、河野太郎外相は「個
人の請求権が消滅したと申し上げる
訳ではない」と日本共産党・穀田恵

二衆院議員に答弁しました（14日）。
　韓国大法院判決について日本政府
は日韓請求権協定で「完全かつ最終
的に解決」「請求権協定に明白に違
反」などと非難していますが、その
主張の根拠を失わせるものです。

　

60
年
以
上
に
わ
た
っ

て
日
ロ
領
土
交
渉
が
前

進
し
な
か
っ
た
の
は
、

「
国
後
島
・
択
捉
島
は

千
島
に
あ
ら
ず
。
だ
か

ら
返
還
せ
よ
」
と
い
う

日
本
政
府
の
主
張
が
歴

史
的
事
実
に
照
ら
し
て

も
国
際
法
に
も
通
用
し

な
い
か
ら
で
す
。

　

全
千
島
が
日
本
の
領

土
で
あ
る
こ
と
は
１
８

７
５
年
に
確
定
し

て
い
ま
す
。
全
千

島
列
島
の
返
還
を

正
面
か
ら
求
め
る

交
渉
を
行
っ
て
こ

そ
解
決
の
道
が
開

か
れ
ま
す
。（
左

の
記
事
参
照
）

「
２
島
先
行
」の

場
合
は

中
間
的
条
約
で

領
土
交
渉
方
針
の

抜
本
的

再
検
討
を

国境線が確定。領土返還交渉の道が閉ざされる


